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① 実地指導における指摘事項について 
 
 平成２８年度に実施した介護療養型医療施設及び（介護予防）短期入所療養

介護事業所への実地指導における指摘事項のうち、主なものを下表に示します

ので、業務の参考とされてください。 

 
  

指摘事項 指導内容

【

重
要
事
項
説
明
書
】

重要事項説明書の内容に不十分な箇所があ
る。

①従業者の職務の内容の記載がない。

②利用料金の説明において、市に算定体制の
届出を行っている加算及び特定診療費の内容
が不十分である。

利用者に対する説明責任として、不十分な箇
所を訂正すること。

①従業者の職務の内容を追記すること。

②利用料金の説明においては、算定体制にあ
る加算及び特定診療費について漏れなく記載
すること。

【

運
営
規
程
】

（短期のみ）
運営規程の内容に不十分な箇所がある。

・通常の送迎の実施地域についての記載がな
い。

以下のとおり、不十分な箇所を訂正するこ
と。なお、訂正内容については重要事項説明
書との整合を図り、運営規程に変更が生じた
日から１０日以内に届け出ること。

・通常の送迎の実施地域について記載するこ
と。

【

運
営
（

掲
示
）
】

施設内に運営規程の概要を抜粋して掲示して
いるが、掲示されている内容が不十分であ
る。

指定介護療養型医療施設及び（介護予防）短
期入所療養介護事業者は、運営規程の概要、
従業者の勤務の体制、利用料その他のサービ
スの選択に関する重要事項を掲示しなければ
ならないため、入院患者に対する説明責任と
して不十分である以下の内容を掲示するこ
と。

①従業者の職務の内容
②入院患者の定員
③利用料（加算や特定診療費を含む）
④非常災害対策

なお、今後は重要事項説明書を掲示する方法
でも差し支えないが、本実地指導の指摘事項
を訂正したものを掲示すること。
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指摘事項 指導内容

【

施
設
サ
ー

ビ
ス
計
画
】

①入院患者への説明・同意・交付を確認する
署名欄に交付日の記載もなく、代理人の氏名
及び続柄のみのものが見られる。

②モニタリングシートの記載内容について、
モニタリングシートの作成日及び作成者欄が
ないため、いつ、誰が作成したか確認できな
い。なお、聴取の結果、毎月末に介護支援専
門員がモニタリングを行い、結果を記録して
いるとのことであった。

①施設サービス計画の内容について、文書に
よる同意を得る際の交付年月日は重要な項目
となるため、記載漏れのないように確認する
こと。
また、入院患者に代わり、代理人が署名欄に
記載する際は、入院患者氏名並びに代理人の
氏名及び続柄の記載及び押印を得ること。

②モニタリングに当たっては、計画担当介護
支援専門員が定期的に入院患者に面接し、定
期的にその結果を記録することとなっている
ため、モニタリングシートに作成日及び作成
者の記載欄を設けるなど、作成日及び作成者
を確認できるよう様式を調製すること。

【

事
故
発
生
時
の
対
応
】

市に報告が必要な事故が発生していたにも関
わらず、報告がされていない事例があった。

速やかに事故報告書を提出すること。
また、平成２７年８月より、市に対する事故
報告範囲が見直されていることに留意の上、
他に同様の事例がないか自主点検し、同様の
事例があった場合は速やかに事故報告書を提
出すること。
なお、今後は事故発生後速やかに報告を行う
よう、再発防止に努めること。

【

　
報
　
酬
　
】

【他科受診時費用】
①他科診療を行う場合は、当該診療を行う他
の医療機関に対し、当該診療に必要な情報を
文書により提供し、その写しを診療録に添付
しなければならないが、それらが行われずに
算定している事例があった。

【理学療法（特定診療費）】
②リハビリテーション実施計画について、開
始時及びその後３か月に１回、評価を実施
し、実施日に次の計画を作成し、利用者又は
家族へ説明しているが、当該評価実施日から
家族への説明・同意日までが７か月以上開い
ており、３か月に１回以上の説明がなされて
いない事例がある。なお、聴取によると、家
族の仕事の都合により、頻回に面会に来れな
い等の事情により、説明・同意が遅れること
があるとのことであった。

③リハビリテーション実施計画の進捗状況に
係る評価結果について、管理者（医師）の署
名によりその内容に係る承認の確認を行い、
それに基づき次の計画を作成しているが、上
記②の事例において、当該署名日以前に次の
計画（医師の指導内容を含む）を作成してい
たものがあった。

【他科受診時費用】
①他医療機関に転医又は対診を求めた場合
は、当該他医療機関に対し、診療に必要な情
報を文書により提供するとともに、診療録に
その写しを添付すること。

【理学療法（特定診療費）】
②理学療法を実施する場合には開始時及びそ
の後３か月に１回以上入院患者に対してリハ
ビリテーション実施計画書の内容を説明しな
ければならない。説明を受ける家族が遠方に
居住する場合など、やむを得ず評価結果の説
明が遅れる場合は、口頭で概要を説明し同意
を得るなどし、同意日等必要事項を記録して
おくこと。

③リハビリテーションは、設定された目標の
定期的な評価を行うことにより効果的な機能
訓練が行えるようにするものであり、評価の
内容により必要に応じて計画が見直されるも
のであることから、貴施設の評価方法におい
ては、理学療法の指導監督を行う医師の評価
を得た上で次の計画を作成するようにするこ
と。
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② 施設サービス計画の作成において留意すべき事項について 
 
 施設サービス計画（ケアプラン）について、平成２８年度に実施した実地指

導で指摘を行ったものを下表に示しますので、前ページと併せて御確認くださ

い。 

◆施設サービス計画・各表の記載事項について◆ 

 

次ページから、介護療養施設サービスに係る【施設サービス計画の作成に関す

る業務の主要な過程】と計画各表の留意点をまとめていますので、適宜ご確認

ください。

指摘事項 指導内容 

施設サービス計画の内容に不

十分な箇所があった。 

 

【第１表】（施設サービス計画書（１）） 

被保険者証の認定審査会意見及びサービスの種類の指定に

記載がない場合は、「介護認定審査会の意見及びサービスの

種類の指定」にそのことが分かるように「特になし」等の記載を

すること。 

 

【第６表】（施設介護支援経過） 

現在、施設介護支援経過（第６表）の記載がケア記録になって

いるため、アセスメントの記録、サービス担当者会議の記録、施

設サービス計画の説明、同意、交付の記録、モニタリングを通

じて把握した入院患者やその家族の意向、満足度、目標達成

度、事業者との調整内容の記録といった介護支援専門員として

行わなければならない業務についても記録を残すこと。 

なお、アセスメントやモニタリングの記録等については、別の様

式に詳細な記録を残すため、施設介護支援経過（第６表）にお

いては、「アセスメント（又はモニタリング）を実施。内容について

はアセスメントシート（又はモニタリングシート）参照。」といった

記録の方法で差し支えない。 

 

【モニタリングシート】 

モニタリングシートの評価項目が施設サービス計画書（第２表）

の内容と一部異なるものがあるため、当該計画の内容につい

て評価し、その結果を記録に残すこと。なお、モニタリングによ

り新たに解決すべき課題の変化が認められた場合等は、必要

に応じて施設サービス計画の変更を行うこと。 

 

【暫定プラン】 

暫定プランへの同意について、同意日が記録で確認できない

が、指定介護療養型施設サービスは計画に基づいて提供され

るため、暫定プランについても施設サービス開始日までに同意

を得て、記録に残すこと。 
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・ ・ ・

要介護１ ・ 要介護２ ・ 要介護３ ・ 要介護４ ・ 要介護５

施設サービス計画作成者氏名及び職種

施設サービス計画作成介護保険施設名及び所在地

年 月 日初回施設サービス計画作成日日月

介護認定審査会の
意見及びサービスの

種類の指定

総合的な援助の
方針

利用者及び家族の
生活に対する意向

要介護状態区分

年 月月 日 認定の有効期間 日年 月 日 ～認定日 年

日

施設サービス計画作成(変更)日 年

年

申請中

月

初回 紹介 継続 認定済

利用者名 殿 生年月日 住所

施設サービス計画書（１） 作成年月日 年 月 日第１表

初回：当該介護保険施設で

初めて計画を作成

紹介：他の介護保険施設又は居

宅介護支援事業所から紹

介された場合

継続：「初回」・「紹介」以外
※当該介護保険施設において過去に

計画を作成した経緯がある利用者が
退所後一定期間を経過した後に居宅
介護支援事業者等から紹介を受けた

場合には、「紹介」「継続」の両方を○
で囲みます。

・誰の意向か分かりやすいように利用者とその家族の意向を区別し

て、利用者『○○○』、長男『△△△』のように、それぞれが発言した

言葉をそのまま記載します。
・家族の意向を記載する際は、利用者にとって誰にあたるのか分か
るように続柄等を記載します。 ・暫定プランの際は記載しません。どこか

余白に「暫定」と記載すると、暫定プラン

であることがより分かりやすいです。

・被保険者証の同じ項目に記載がない場合は、確認したことがわか
るように「特になし」等を記載します。

・家族（キーパーソン）の連絡先も記載してください。ま
た、疾病等で緊急事態が想定される場合は、医師の了
承を得て、医師の連絡先を記載します。

短期目標

目標 援助内容

担当者サービス内容 頻度 期間長期目標

利用者名　　　　　　　　　　　　  　殿

生活全般の解決すべき

課題(ニーズ) (期間)(期間)

第２表 施設サービス計画書（２） 作成年月日 年 月 日

・基本的に優先度合
いが高いものから順
に記載します。
・アセスメントの結果を
もとに、問題や課題を
その根拠とともに
「ニーズ」として導き出
してください。

・短期目標を達成するた
めのサービス内容の期間
なので、短期目標と同じ
期間を記載します。

・目標は誰にもわかりやすい具体的な内容を記載します。抽象的ではモニタリン
グ時に評価がしにくくなります。
・利用者にとって高すぎる目標ではなく、利用者が実際に達成可能と見込まれる
目標を設定します。

・「家族の介護負担軽減」はサービスの利用目的であり、利用者自身がどのように

なりたいのかを記載する「目標」とは異なるものです。家族の介護負担を軽減する

ことで利用者が達成できることを具体的に考えて、それを目標に設定しましょう。
・期間は段階的に設定します。また、可能な限り利用者にとってなじみ深い和暦で
開始時期及び終了時期を記載します。終了時期が無記載でも良い場合は、利用
者の状態が変わりやすい時など終了時期が特定できないときのみです。

・介護保険サービスだけではなく、できるだけ家族による
援助も明記しましょう。
・理美容サービスや特別の食事など保険給付外のサー
ビスについて○を付しましょう。

・可能な限り「必要時」、「随時」、「適宜」
と記載するのではなく、利用者がどのよう
な時に利用するのか、アセスメントで導き
出した具体的な頻度（一定期間内での回
数、実施曜日等）を記載しましょう。
・「必要時」等記載する際は、それが実際
にどういうときなのか、説明できるように
しておいてください。
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利用者名　：　

（注）「日課計画表」との選定による使用可。

週単位以外

のサービス

２：００

４：００

２２：００

２４：００

１６：００

１８：００

２０：００

午
　
前

１２：００

午
　
後

１４：００

６：００

８：００

１０：００

土 日 主な日常生活上の活動

深
　
夜
早
　
朝

水 木 金

夜
　
間

深
　
夜

　　　　　　  殿 年　　　月分より

４：００ 月 火

作成年月日 年 月 日第３表
週間サービス計画表

・第２表とサービス内容、日時、回数が整合がとれているか確認し、

何曜日のどの時間帯に、どんなサービスが利用者に提供されるの

か分かりやすく記載します。

・２表に記載がある週単位以外のサービスについては全て記載します。
・週単位以外のサービスも忘れずに記載してください。

・起床、就寝、食事、排泄等の１日の平均
的な過ごし方を記載します。

  

利用者名

（注）「週間サービス計画表」との選定による使用可。

４：００ 担当者 担当者 主な日常生活上の活動

深

夜
６：００

早

朝
８：００

午
　
前

１８：００

１０：００

１２：００

深
　
夜

午
　
後

１４：００

１６：００

２：００

夜
　
間

２０：００

２２：００

その他の

サービス

随時実施する

サービス

共通サービス 個別サービス

　　　　　　  殿

共通サービスの例

食事介助

４：００

２４：００

　朝食

　昼食

　夕食

入浴介助 （　　曜日）

清拭介助

体位交換

　口腔清潔介助

　水分補給介助

洗面介助

整容介助

更衣介助

排泄介助

作成年月日 年 月 日第４表
日課計画表
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(次回の開催時期)

残された課題　

結論

検討内容

検討した項目

会議出席者

所　属(職種) 氏名 所　属(職種) 氏　名 所　属(職種) 氏　名

日 開催場所 開催時間 開催回数開催日 年 月

利用者名 殿 施設サービス計画作成者(担当者)氏名

サービス担当者会議の要点 年 月 日作成年月日第５表

・利用者本人、利用者家族が参加している場合は所属（職種）に「本人」、「夫」等の

続柄を記載します。

・各サービス担当者は、事業所名と職種を記載します。

・必要と考えられるが本人の希望等により利用しなかった施設サービスや次回の開
催時期、開催方針等を記載します。

・欠席したサービス担当者がいる場合は、担当者の氏名、所属（職種）、欠席した理
由、照会した年月日、照会した内容、照会に対する回答を記載します。
・照会について別の様式を活用して記録を残している場合は、当該項目に記載は
不要ですが、その照会の記録は必ず本表と一体で保存してください。

・会議で検討した項目について、それぞれ検討内容を記載します。

・会議の結論について記載します。

施設介護支援経過

利用者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　殿 施設サービス計画作成者氏名

年月日 内容 年月日 内容

第６表

・モニタリングをいつ、誰に、どこで実施したか、記載します。

・モニタリングを通じて把握した、利用者やその家族の意向・満足度、各目標の達

成度、事業者との調整内容、施設サービス計画の変更の必要性を、項目ごとに

整理して記載します。

・モニタリングシートを活用して記録を残している場合は、「別紙参照」等を記載し

ます。

・モニタリング以外にも、援助していく上で重要な情報を得た場合は、それについ

ても記載してください。

※単なる介護記録ではありません。専門職として分析したことについても記載しま

しょう。
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③ 介護支援専門員証について 
 
介護支援専門員証の有効期限は５年となっておりますので、５年ごとに介護支

援専門員証の更新が必要になります。 
人員基準上、介護支援専門員が必要なサービスについて、介護支援専門員が

介護支援専門員証の更新を行っていない場合、当該介護支援専門員を介護支援

専門員の員数に含めることができないため、人員基準違反となることがありま

す。また、サービスによっては、介護支援専門員の人員基準欠如による減算と

なる場合もあります。 
さらに、介護支援専門員証の更新をせず、介護支援専門員として業務を行っ

た場合、介護支援専門員の登録自体が消除され、５年間登録ができません。 
つきましては、介護支援専門員自身の管理はもちろんのこと、法人としても、

介護支援専門員証の写しを保管し、介護支援専門員証の更新を促すなど、人員

基準違反等を未然に防止できる体制を構築するようにお願いいたします。 
なお、更新した介護支援専門員証が届きましたら、当該介護支援専門員証の写

し（指定事項等変更届の添付は不要です。）を必ずご提出ください。 
  

 
（ 参 考 ） 
・ この度の集団指導の開催に際しまして、山口県長寿社会課地域包

括ケア推進班より、介護支援専門員証の更新に関する資料をご提供

いただいております。居宅介護支援・介護予防支援の個別編の資料

に掲載しておりますので、ご一読いただきますようによろしくお願

いいたします。 
 
・ 介護支援専門員証の更新等を含む介護支援専門員にかかる情報に

ついては、ホームページ「山口県介護保険情報ガイド かいごへる
ぷやまぐち」にも掲載されています。関係通知等とあわせ、こちら

の更新状況についても随時ご確認され、業務に役立てていただきま

すようお願いします。 
 
◇ ホームページ掲載箇所 ◇ 
山口県介護保険情報ガイド かいごへるぷやまぐち＞ 介護支援専門員 
アドレス http://www.kaigo.pref.yamaguchi.lg.jp/caremanager/ 

 

http://www.kaigo.pref.yamaguchi.lg.jp/caremanager/
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④ 他科受診時費用を算定する際の留意事項について 
 
 介護療養施設サービス費を算定している患者に対し、眼科等の専門的な診療

が必要となった場合※１であって、当該患者に対し他病院又は診療所※２において

当該診療が行われた場合（別途定める診療行為※３が行われた場合に限る）、１月

に４日を限度として、介護療養施設サービス費の所定単位数に代えて１日につ

き３６２単位を算定します。 
 なお、他科受診時費用を算定した日については、栄養マネジメント加算、経

口移行加算、経口維持加算、療養食加算※４、特定診療費に限り別途算定できま

す。 
※１ 当該介護療養型医療施設に当該診療に係る診療科がない場合に限る。 

※２ 当該診療に係る専門的な診療科を標榜する他医療機関（特別の関係にあるものを除

く。） 

※３ 他科受診時費用を算定した場合に算定できる一部の診療報酬の項目。 

※４ H21.4.17国Q&A  

  
他科受診時費用を算定する場合には、当該患者が入院している介護療養型医

療施設において、当該他医療機関に対し、当該診療に必要な情報（当該施設で

の介護療養施設サービス費及び必要な診療科を含む。）を文書により提供する※５

とともに、診療録にその写しを添付します。 
※５ これらに要する費用は患者の入院している介護療養型医療施設が負担する。 

 
≪参考 Q&A≫ 
 
 
 
 
 
（答）眼科等の専門的な診療が必要となった場合で、他医療機関の医師が介護

療養型医療施設に赴き診療を行った場合は､介護療養型医療施設におい

ては他科受診時費用ではなく、所定の施設サービス費を算定する。 
【H21.4.17国 Q&A】 

   なお、介護療養型医療施設において所定の施設サービス費を算定した

場合は、他医療機関が行う診察行為が、医療保険の適用とならない場合

もあるため、当該他医療機関と十分に協議の上進めていただきたい。 
  

（問）介護療養型医療施設に眼科医がおらず、通院しての受診が困難な患者の

場合、他の保険医療機関の眼科医が介護療養型医療施設に往診した時に、

当該医療機関の医療保険請求は可能か。また、介護療養型医療施設におい

ては、施設サービス費又は他科受診時費用のいずれを算定するのか。 
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⑤ リハビリテーションの実施に係る留意事項について（特定診療

費） 
 
リハビリテーション（理学療法、作業療法、言語聴覚療法等）の通則として

示されている留意事項概要及び関連する Q&Aを掲載します。平成２８年度集団
指導資料掲載の「⑧ 短期集中リハビリテーション（特定診療費）を算定する

うえで注意すべき点は？」や過年度の実地指導の指摘事項と併せて、今一度ご

確認ください。 
 
【留意事項】             ※H12老企第 58号第 2の 9(1)より抜粋 
□ 理学療法、作業療法及び言語聴覚療法は、患者１人につき１日合計４回に限

り算定し、集団コミュニケーション療法は１日につき３回、摂食機能療法は、

１日につき１回のみ算定すること。（☞①） 

□ 医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士その他の職種の者が共同して、

入院患者ごとのリハビリテーション実施計画を作成すること。リハビリテー

ション実施計画の作成に当たっては、施設サービス計画との整合性を図るも

のとする。なお、リハビリテーション実施計画に相当する内容を施設サービ

ス計画の中に記載する場合は、その記載をもってリハビリテーション実施計

画の作成に代えることができるものとすること。 

□ 入院患者ごとのリハビリテーション実施計画に従い医師又は医師の指示を

受けた理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士がリハビリテーションを行う

とともに、入院患者の状態を定期的に記録すること。（☞②） 

□ 入院患者ごとのリハビリテーション実施計画の進捗状況を定期的に評価し、

必要に応じて当該計画を見直すとともに、その内容を入院患者又はその家族

に説明し、その同意を得ること。（☞③） 

□ リハビリテーションを行う医師、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、

看護職員、介護職員その他の職種の者に対しリハビリテーションの観点から、

日常生活上の留意点、介護の工夫等の情報を伝達すること。 

 
【注意点】 
☞① 各診療費に定める施設基準、減算や併算定に係る規定等については、別

途各診療費に係る告示や留意事項を確認してください。 
☞② 理学療法、作業療法、言語聴覚療法、集団コミュニケーション療法に関

する記録（実施時間、訓練内容、訓練評価、担当者等）は、入院患者毎に
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同一ファイルとして保管し、常に医療従事者により閲覧可能な状態として

ください。（認知症短期集中リハビリテーションに関する記録も利用者毎に

保管。） 
☞③ 理学療法、作業療法、言語聴覚療法又は集団コミュニケーション療法を

実施する場合は、開始時及びその後３か月に１回以上入院患者に対して当

該実施計画の内容を説明し（同意を得）、その内容の要点を診療録に記載し

ます。 
 

 

≪参考 Q&A≫ 
 
 
 
（答）以下の計算方法により算定いただきたい。 

（例）平成１８年３月２０日に入院した場合 

 同年７月２０日以降が入院日から起算して４月を超えた期間（以下「対

象期間」という｡）に該当する。当該対象期間において実施されるリハビ

リテーションであって、同年７月１日から起算して同月中に行われる合

計１１回目以降のものに当該減算が適用されることとなる。 

 
 
 
 
 
 
（答）当該施設基準にいう「専従する常勤理学（作業）療法士」について､「専

従」とは当該従業者の当該医療機関における勤務時間を通じて当該サー

ビス以外の職務に従事しないこととされているため、当該理学（作業）

療法士は併設のリハビリテーション事業所における個別リハビリテーシ

ョンや訪問リハビリテーションなどの他の職務に従事することはできな

い。 
  

（問）理学療法等において、入院日から起算して４月を超えた期間において、１月

に合計１１回以上行った場合の減算の計算方法如何。 

（問）総合リハビリテーション施設や理学（作業）療法（Ⅱ）などの施設基準にい

う「専従する常勤理学（作業）療法士」は例えば､併設のリハビリテーション

事業所における個別リハビリテーションや訪問リハビリテーションなど他の

職務に従事することはできるか。 
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⑥ 退院時指導等加算の算定で注意すべき点は？  
 
介護療養型医療施設において算定ができる退院時指導等加算については、 
 
 ①退院前訪問指導加算  ４６０単位 
 ②退院後訪問指導加算  ４６０単位 
 ③退院時指導加算    ４００単位 
 ④退院時情報提供加算  ５００単位 
 ⑤退院前連携加算    ５００単位 
 
があります。 
 いずれも、退院後に居宅へ戻ることを想定した加算ですが、上記①、②、④

については、他の社会福祉施設等に入所する場合も算定可能です。 
 他の社会福祉施設等とは病院、診療所、介護保険施設（特養・老健・介護療

養型医療施設）は含まず、有料老人ホーム、養護老人ホーム、軽費老人ホーム、

認知症高齢者グループホームを指します。 

 

 なお、退院時指導等加算は、入院患者が施設から退院後に生活する居宅にお

ける在宅療養等に円滑に移行できるよう、入院患者が退院前・退院後に必要な

指導・調整を行うものであるため、退院後に引き続き短期入所サービス事業所

へ入所する場合は、①～⑤すべての加算が算定不可となります。 
退院先による算定可否を整理すると下表のとおりとなります。 

 

※ただし、居宅に戻った後、緊急の事情等により、短期入所サービスを利用した場

合についてはこの限りではありません。  

退院先 → 他の社会福祉施設等 短期入所サービス

①退院前訪問指導加算 ○ ×

②退院後訪問指導加算 ○ ×

③退院時指導加算 × ×

④退院時情報提供加算 ○ ×

⑤退院前連携加算 × ×
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⑦ 個別感染症対策マニュアルを作成すべき感染症にはどのような

ものがあるか？ 
 
感染症対策については、厚生労働省が発出している「高齢者介護施設におけ

る感染対策マニュアル（平成２５年３月）」（注１）等を参考に取り組み、施設内の

衛生管理及び感染症の発生・まん延防止に努めていただきますようお願いいた

します。 
特に以下の感染症については、その対応について、同マニュアルに個別に記

載されているものであり、個別感染症対策マニュアルの作成について指導して

います。 
 

個別感染症対策マニュアルの作成を指導している感染症 

 

・ノロウイルス（感染性胃腸炎） 

☆腸管出血性大腸菌（腸管出血性大腸菌感染症） 

・疥癬虫（疥癬） 

・薬剤耐性菌 

☆インフルエンザウイルス（インフルエンザ） 

・肺炎マイコプラズマ（マイコプラズマ肺炎） 

・結核菌（結核） 

・肺炎球菌（肺炎等） 

☆レジオネラ（肺炎） 

・誤嚥性肺炎 

 

※☆印の感染症については、解釈通知（注２）において、特に適切な措置を講じる

こととされているもの。 

 
（注１）厚生労働省ホームページにも掲載されています。 

「高齢者介護施設における感染対策マニュアル（平成25年3月）」の公表に

ついて（http://www.mhlw.go.jp/topics/kaigo/osirase/tp0628-1/index.html） 

（注２）指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準について

（平成１２年３月１７日老企第４５号）第４の２３の（１）の② 

 
  

http://www.mhlw.go.jp/topics/kaigo/osirase/tp0628-1/index.html
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⑧ 養介護施設従事者等による高齢者虐待について 

 
 近年、養介護施設従事者等による高齢者虐待の相談・通報件数が全国的に増

加傾向にあり、本市においても過去、高齢者虐待と疑われる通報を受け、監査

（立入検査）を実施した事例がございました。 
以下の数値等は全国での集計件数であり、社会福祉法人東北福祉会認知症介

護研究・研修仙台センターが作成した資料を引用して掲載しています。 
出典：「高齢者虐待の要因分析及び調査結果の継続的な活用・還元方法の確立に関する調査研究事業報告書」 
「高齢者虐待対応実務上の課題と改善のポイント」  

※「認知症介護情報ネットワーク（DCnet）」ホームページにも掲載されています。 

（https://www.dcnet.gr.jp/） 

 
１ 「養介護施設従事者等」の定義 
  養介護施設、または養介護事業の業務に従事する者（経営者・管理者含む。） 
 
２ 高齢者虐待の相談・通報件数 ※市区町村が受理した件数。 

  H18 H23 H24 H25 H26 H27 

養介護施設従事者等 273件 687件 736件 962件 1,120件 1,640件 

養護者 18,390件 25,636件 23,843件 25,310件 25,791件 26,688件 

※H27相談・通報1,640件中、事実確認調査を行った事例は1,456件。そのうち虐待判断事例は371件。 

 
３ 虐待判断事例数 

  H18 H23 H24 H25 H26 H27 

養介護施設従事者等 54件 151件 155件 221件 300件 408件 

養護者 12,569件 16,599件 15,202件 15,731件 15,739件 15,976件 

※H27虐待判断事例408件中、上記371件以外は、平成26年度以前相談・通報分や、都道府県が相談・通報を受け付けたもの。 

※H27虐待判断事例408件中、被虐待者が特定できた事例は386件、判明した被虐待者は778人。 

 
４ 施設等の種別 

 特養 老健 療養型 ＧＨ 小規模多機能 

件数 125件 37件 6件 65件 7件 

割合 30.6% 9.1% 1.5% 15.9% 1.7% 
 

 有料（住宅型） 有料（介護付き） 軽費 養護 短期入所施設 

件数 39件 46件 3件 5件 19件 

割合 9.6% 11.3% 0.7% 1.2% 4.7% 
 

 訪問介護等 通所介護等 居宅介護支援等 その他 合計 

件数 25件 24件 2件 5件 408件 

割合 6.1% 5.9% 0.5% 1.2% 100% 

※「その他」は無届施設等。 

https://www.dcnet.gr.jp/
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５ 虐待類型の組み合わせ 
  身体的虐待（単独） ネグレクト（単独） 心理的虐待（単独） 性的虐待（単独） 経済的虐待（単独） 

人数 379人 58人 124人 9人 90人 

割合 48.7% 7.5% 15.9% 1.2% 11.6% 
 

  身体的虐待＋心理的虐待 身体的虐待＋ネグレクト ネグレクト＋心理的虐待 その他の組み合わせ・３種類以上 合計 

人数 65人 25人 9人 19人 778人 

割合 8.4% 3.2% 1.2% 2.4% 100% 

 
６ 被虐待者の基本属性 ※上記被虐待者778人分に係るもの。 

●性  別 男性：26.6%，女性：73.4% 

  ●年  齢 65歳未満障害者：1.8%，65-69歳：4.4%，70-74歳：6.0% 

75—79歳：10.4%，80-84歳：17.2%，85-89歳：22.6%，90-94歳：22.1% 

95-99歳：8.9%，100歳以上：1.9% 

  ●要介護度 要介護2以下：15.4%，要介護3：23.1%，要介護4：32.6%，要介護5：24.2% 

（要介護3以上が約8割。要介護4以上が6割弱） 

  ●認 知 症 もっとも多いのは自立度Ⅲ（34.1%）。 

        認知症の有無が不明な場合を除くと、92.7%が自立度Ⅱ以上。 

 

７ 虐待者の基本属性 

  ●職名・職種 

   介護職員：80.6%（うち、介護福祉士21.8%、介護福祉士以外28.4%、資格不明30.4%） 

看護職：4.5%，管理職：4.5%，施設長：4.3%，経営者・開設者：2.0% 

  ●性  別（括弧内は介護従事者全般における割合） 

   男性：52.5%（20.4%），女性：46.8%（77.8%） 

  ●年  齢（不明を除く。括弧内は介護従事者全般における割合） 

〔男性〕30歳未満：30.0%（18.8%），30-39歳：36.9％（39.4%） 

40-49歳：17.2%（23.7%），50歳以上：15.8%（18.0%） 

〔女性〕30歳未満：13.9%（8.3%），30-39歳：11.0％（19.5%） 

40-49歳：20.8%（30.5%），50歳以上：54.3%（41.7%） 

 

８ 虐待の発生要因（複数回答形式） 

教育・知識・介護技術等に関する問題 65.6%  

 教育・知識・技術に関する組織や管理者の知識・認識・管理体制等の不足 28.9% 

 組織・個人を特定しない知識・技術に関する問題 28.5% 

 組織の教育体制、職員教育の不備不足 24.8% 

 職員の高齢者介護に関する知識・技術の不足 23.2% 

 職員の虐待防止・権利擁護・身体拘束に関する知識・意識の不足 16.7% 

職員のストレスや感情コントロールの問題 26.9%  

虐待を行った職員の性格や資質の問題 10.1%  

倫理観や理念の欠如 7.7%  

人員不足や人員配置の問題及び関連する多忙さ 7.7%  

虐待を助長する組織風土や職員間の関係性の悪さ 5.9%  
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９ 高齢者虐待の防止のために 
●組織におけるストレスマネジメント 

●通報義務についての正しい理解 

●身体拘束についての正しい理解 

 ・身体拘束に該当する行為について 

 ・身体拘束の弊害について 

 ・「緊急やむを得ない場合」について 

 ・「緊急やむを得ない場合」に身体拘束を行う際の手続きについて 

 ※上記被虐待者778人分中、虐待行為に身体的虐待が含まれる人数が478人

（61.4%）。そのうち虐待に該当する身体拘束を受けた者が248人（31.9%）。 

●研修の実施と苦情処理体制の整備 

 

※ストレスマネジメントについては、厚生労働省ホームページもご参照ください。 

  厚生労働省ホームページトップページ（http://www.mhlw.go.jp/） 

  → 政策について 

  → 分野別の政策一覧 

  → 雇用・労働 

  → 労働基準 

  → 施策情報 

  → 安全・衛生 

  → 施策紹介 

  → メンタルヘルス対策等について 

    （ストレスチェック等の職場におけるメンタルヘルス対策・過重労働対策等） 

 

【参考】山口県における養介護施設従業者等による高齢者虐待の状況 
  H18 H23 H24 H25 H26 H27 

相談・通報件数 0件 10件 7件 15件 20件 15件 

虐待判断事例数 0件 1件 0件 0件 2件 4件 

 

※山口県における状況等については、山口県ホームページ等もご参照ください。 

 ①山口県ホームページトップページ 

（http://www.pref.yamaguchi.lg.jp） 

  → 医療・福祉 

  → 高齢者福祉 

  → 認知症対策・虐待防止 

  → 高齢者虐待防止・養護者支援に向けて（長寿社会課） 
 

 ②山口県介護保険情報総合ガイド（かいごへるぷやまぐち）トップページ 

  （http://www.kaigo.pref.yamaguchi.lg.jp/） 

  → 事業者の方へ 

  → 平成２８年度集団指導の説明資料について 

  → 資料６ 

（高齢者虐待防止について） 

※全サービス共通資料です。 

※高齢者虐待防止に向けた具体的な取組事例も掲載されています。 

 
 

http://www.mhlw.go.jp/
http://www.pref.yamaguchi.lg.jp
http://www.kaigo.pref.yamaguchi.lg.jp/
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⑨ 療養病床に関する介護保険制度改正について 
 
【参照元】ホーム > 政策について > 審議会・研究会等 >  
社会保障審議会(療養病床の在り方等に関する特別部会)資料【H28.12.20】より一部抜粋 
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